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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第79期

第２四半期連結
累計期間

第80期
第２四半期連結
累計期間

第79期
第２四半期連結
会計期間

第80期
第２四半期連結
会計期間

第79期

会計期間

自　平成21年
４月１日

至　平成21年
９月30日

自　平成22年
４月１日

至　平成22年
９月30日

自　平成21年
７月１日

至　平成21年
９月30日

自　平成22年
７月１日

至　平成22年
９月30日

自　平成21年
４月１日

至　平成22年
３月31日

売上高 （百万円） 10,472 12,786 5,560 6,431 21,691

経常損失（△） （百万円） △1,101 △2,975 △555 △1,789 △2,174

四半期（当期）純損失

（△）
（百万円） △443 △3,296 △119 △1,750 △2,648

純資産額 （百万円） － － 37,060 31,295 34,900

総資産額 （百万円） － － 87,616 89,267 89,472

１株当たり純資産額 （円） － － 609.51 514.43 573.81

１株当たり四半期（当

期）純損失金額（△）
（円） △7.31 △54.32 △1.97 △28.84 △43.65

潜在株式調整後

１株当たり四半期

（当期）純利益金額

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 42.2 35.0 38.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 2,451 2,550 － － 3,555

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △16,700 △2,453 － － △20,235

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 10,644 △289 － － 12,599

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） － － 1,211 543 735

従業員数 （名） － － 859 836 848

（注）１　当社は、四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　従業員数は、就業人員数を表示しております。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、

また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間おいて、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数（名） 836

（注）　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者

を含む就業人員であります。

　

(2）提出会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数（名） 777

（注）　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業のセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同四半期比（％）

金属チタン事業 4,683 126.9

機能化学品事業 2,013 141.4

合計 6,696 130.9

（注）１　金額は、売価基準で算出しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　第１四半期連結会計期間より、マネジメントアプローチに基づく報告セグメントの区分に変更しており

　　ますが、セグメント情報の区分に変更はないため、対前年同四半期比を記載しております。

　

(2）受注実績

　受注生産は行っておりません。

　

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業のセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同四半期比（％）

金属チタン事業 4,171 118.2

機能化学品事業 2,260 111.3

合計 6,431 115.7

（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％）

新日本製鐵㈱ 1,458 26.2 1,769 27.5

三井物産メタルズ㈱ 831 15.0 1,149 17.9

三菱商事㈱ 880 15.8     ―     ―

３　当第２四半期連結会計期間の三菱商事㈱については、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しました。

４　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

５　第１四半期連結会計期間より、マネジメントアプローチに基づく報告セグメントの区分に変更しており

　　ますが、セグメント情報の区分に変更はないため、対前年同四半期比を記載しております。
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２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、前事

業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）財政状態の分析

①資産、負債及び純資産の状況　

　資産の部は、売上増に伴う売上債権の増加、棚卸資産の増加はありましたが、若松スポンジ工場稼動に伴う減価償

却開始による固定資産の減少を主因に、前連結会計年度末に比べ２億４百万円の減少となりました。

　負債の部はリース債務の増加を主因に、前連結会計年度末比33億99百万円の増加となりました。

　少数株主持分を含めた純資産の部は、利益剰余金の減少等により前連結会計年度末比36億４百万円の減少となり

ました。以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末の38.9％から35.0％となりました。

②資本の源泉及び資金の流動性の分析

　当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、税金等調整前四半期純損失29億80百万円、

棚卸資産の増加11億27百万円等による減少がありましたが、減価償却費46億64百万円、未収消費税等の減少23億42

百万円等による資金の増加があり、25億50百万円の増加となりました。当第２四半期連結会計期間は、現金等を原資

として、生産能力増強工事等の設備投資を行っております。

　

(2）経営成績の分析

　当第２四半期連結会計期間における事業環境については、一昨年から続いていた世界経済の後退も、新興国経済の

回復を背景に一部で回復も見られるようになりました。

　このような中で、当第２四半期連結会計期間の売上高は、第１四半期連結会計期間に引続き、金属チタン、機能化学

品ともに販売量が増加して前年同四半期比15.7％増の64億31百万円となりましたが、損益については若松スポンジ

工場が本年４月に営業運転を開始し、減価償却が始まったことにより前年同四半期に対し悪化し、営業損失15億24

百万円、経常損失17億89百万円、四半期純損失17億50百万円となりました。

　

金属チタン事業

　金属チタンの事業環境は、新型航空機ボーイング787の納入開始時期が来年２月頃の見込みとなり、また一般工業

分野の一部での需要回復も見込まれるなど、従来の調整局面から脱しつつある状況にあります。

　このような状況の下で、当社の販売量については、スポンジチタン、チタンインゴットともに前年同四半期に対し

増加いたしました。しかし、本年４月に営業運転を開始した若松スポンジ工場の減価償却費が営業費用に加わった

ことを主因に損失を計上することとなりました。

　これらの結果、当事業の売上高は、41億71百万円（前年同四半期比18.2％増）、営業損失は15億39百万円（前年同

四半期は営業損失４億40百万円）となりました。　

　

機能化学品事業　

　触媒製品については、プロピレン重合用触媒「ＴＨＣ」の売上高は前年同四半期に対し増加いたしました。

　電子部品材料の主要製品は、超微粉ニッケル、高純度酸化チタンであります。主要用途である電子部品の需要はア

ジアを中心として拡大し、電子部品材料の売上高は前年同四半期に対して増加いたしました。

　これらの結果、当事業の売上高は、22億60百万円（前年同四半期比11.3％増）となりましたが、営業利益は、原料等

によるコスト高により４億３百万円（前年同四半期比21.8％減）となりました。

　

（注）第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平

成20年３月21日）を適用しており、マネジメントアプローチに基づく報告セグメントの区分に変更しておりま

す。しかし、セグメント情報の区分に変更はないため、対前年同四半期比を記載しております。
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(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は減価償却費22億40百万円、未

収消費税等の減少23億42百万円、セール・アンド・リースバックによる収入（若松スポンジ工場受変電設備）34億

97百万円等はあったものの、税金等調整前四半期純損失17億59百万円、長期及び短期借入金の返済による支出58億

30百万円等により、第１四半期連結会計期間に比べ４億39百万円減の５億43百万円（前年同四半期末12億11百万

円）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）　

　当第２四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純損失17億59百

万円、棚卸資産の増加７億26百万円等による減少がありましたが、減価償却費22億40百万円、未収消費税等の減少23

億42百万円等による増加があり、23億83百万円の増加（前年同四半期は８億74百万円の増加）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）　

　当第２四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出４億

55百万円等により、３億71百万円の減少（前年同四半期は146億88百万円の減少）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）　

　当第２四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、セール・アンド・リースバックによ

る収入（若松スポンジ工場受変電設備）34億97百万円等はあったものの、長期及び短期借入金の返済による支出58

億30百万円等により、24億50百万円の減少（前年同四半期は112億10百万円の増加）となりました。　　

　

(4）事業上及び財政上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財政上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。　

　

(5）研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は２億75百万円であります。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

EDINET提出書類

東邦チタニウム株式会社(E01301)

四半期報告書

 6/27



第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

①　重要な設備の新設等

　当第２四半期連結会計期間において、重要な設備の新設等の計画はありません。　

　

②　重要な設備の除却等

　当第２四半期連結会計期間において、経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画は

ありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

　

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成22年11月11日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 60,770,910 60,770,910
東京証券取引所

（市場第一部）

株主としての権利内容に制

限のない、標準となる株式

単元株式は100株である。

計 60,770,910 60,770,910－ －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成22年９月30日 － 60,770,910 － 4,812 － 5,872
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（６）【大株主の状況】

　 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

ＪＸホールディングス株式会社 東京都千代田区大手町２－６－３ 25,859 42.55

新日本製鐵株式會社 東京都千代田区丸の内２－６－１ 3,000 4.94

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町１－２－１ 2,016 3.32

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口）
東京都中央区晴海１－８－11 1,183 1.95

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口）
東京都港区浜松町２－11－３ 832 1.37

モルガンスタンレーアンドカンパニー

インク
　
（常任代理人　モルガン・スタンレー

ＭＵＦＧ証券株式会社）

1585　ＢＲＯＡＤＷＡＹ　ＮＥＷ　ＹＯＲＫ，

ＮＥＷ　ＹＯＲＫ　10036，Ｕ.Ｓ.Ａ

　

（東京都渋谷区恵比寿４－20－３）　

604 0.99

ステート　ストリート　バンク　アンド　

トラストカンパニー　505223
　
（常任代理人　株式会社みずほコーポ

レート銀行決済営業部）　

Ｐ.Ｏ.ＢＯＸ　351　ＢＯＳＴＯＮ　ＭＡＳＳＡ

ＣＨＵＳＥＴＴＳ　02101　Ｕ.Ｓ.Ａ　

　

（東京都中央区月島４－16－13）

269 0.44

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口１）
東京都中央区晴海１－８－11 260 0.43

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口４）
東京都中央区晴海１－８－11 243 0.40

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口３）
東京都中央区晴海１－８－11 242 0.40

計 － 34,511 56.79

（注）　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）　　1,183千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　　　　　832千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口１）　　260千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４）　　243千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口３）　　242千株
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　96,300
－

株主としての権利内容に制限のな

い、標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式  60,648,500 606,485 同上

単元未満株式 普通株式　　　26,110 － 同上

発行済株式総数 60,770,910 － －

総株主の議決権 － 606,485 －

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が95株含まれております。

　

②【自己株式等】

　 平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

東邦チタニウム株式会社

神奈川県茅ヶ崎市

茅ヶ崎三丁目３番５号
96,300 － 96,300 0.2

計 － 96,300 － 96,300 0.2

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 2,581 2,156 2,413 2,488 2,438 2,399

最低（円） 2,118 1,654 1,671 2,070 1,900 2,065

（注）　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 543 735

受取手形及び売掛金 5,333 4,863

商品及び製品 5,981 5,685

仕掛品 3,930 3,083

原材料及び貯蔵品 3,611 3,059

繰延税金資産 85 48

その他 398 514

貸倒引当金 △1 △2

流動資産合計 19,881 17,987

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 18,330 7,069

機械装置及び運搬具（純額） 37,922 11,129

工具、器具及び備品（純額） 598 427

土地 2,679 2,679

リース資産（純額） 6,303 637

建設仮勘定 1,830 48,066

有形固定資産合計 ※1
 67,665

※1
 70,010

無形固定資産

ソフトウエア 500 285

その他 53 3

無形固定資産合計 554 289

投資その他の資産

投資有価証券 335 341

長期貸付金 651 652

繰延税金資産 2 3

その他 202 212

貸倒引当金 △25 △24

投資その他の資産合計 1,165 1,184

固定資産合計 69,385 71,484

資産合計 89,267 89,472
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(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,367 1,208

短期借入金 12,049 14,292

リース債務 923 318

未払法人税等 41 72

賞与引当金 450 450

役員賞与引当金 1 1

その他 1,848 2,786

流動負債合計 16,683 19,129

固定負債

長期借入金 33,863 34,553

リース債務 5,626 351

退職給付引当金 303 260

繰延税金負債 589 246

資産除去債務 880 －

その他 25 31

固定負債合計 41,288 35,442

負債合計 57,971 54,571

純資産の部

株主資本

資本金 4,812 4,812

資本剰余金 5,872 5,872

利益剰余金 20,524 24,124

自己株式 △75 △75

株主資本合計 31,134 34,733

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 83 81

繰延ヘッジ損益 △4 0

評価・換算差額等合計 78 82

少数株主持分 82 84

純資産合計 31,295 34,900

負債純資産合計 89,267 89,472
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 10,472 12,786

売上原価 8,959 13,127

売上総利益又は売上総損失（△） 1,513 △340

販売費及び一般管理費

給料及び手当 514 488

賞与引当金繰入額 116 83

役員賞与引当金繰入額 2 －

退職給付費用 34 22

研究開発費 716 543

その他 924 1,055

販売費及び一般管理費合計 2,308 2,192

営業損失（△） △795 △2,533

営業外収益

物品売却益 8 13

未払配当金除斥益 6 6

雑収入 14 32

営業外収益合計 29 52

営業外費用

支払利息 261 334

為替差損 60 137

雑損失 13 23

営業外費用合計 335 494

経常損失（△） △1,101 △2,975

特別利益

投資有価証券売却益 － 4

固定資産売却益 － 43

国庫補助金 28 －

補助金収入 291 －

特別利益合計 320 47

特別損失

固定資産除却損 31 25

ゴルフ会員権売却損 1 －

ゴルフ会員権評価損 － 0

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 25

特別損失合計 33 52

税金等調整前四半期純損失（△） △814 △2,980

法人税、住民税及び事業税 △1 11

法人税等調整額 △371 303

法人税等合計 △373 314

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △3,295

少数株主利益 1 0

四半期純損失（△） △443 △3,296
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 5,560 6,431

売上原価 4,775 6,843

売上総利益又は売上総損失（△） 784 △411

販売費及び一般管理費

給料及び手当 258 249

賞与引当金繰入額 42 44

退職給付費用 17 11

研究開発費 378 275

その他 471 532

販売費及び一般管理費合計 1,168 1,113

営業損失（△） △383 △1,524

営業外収益

物品売却益 4 6

未払配当金除斥益 6 6

雑収入 4 14

営業外収益合計 15 26

営業外費用

支払利息 134 167

為替差損 46 105

雑損失 6 18

営業外費用合計 187 291

経常損失（△） △555 △1,789

特別利益

補助金収入 291 －

固定資産売却益 － 44

特別利益合計 291 44

特別損失

固定資産除却損 2 14

ゴルフ会員権売却損 1 －

ゴルフ会員権評価損 － 0

特別損失合計 3 15

税金等調整前四半期純損失（△） △268 △1,759

法人税、住民税及び事業税 △4 8

法人税等調整額 △147 △18

法人税等合計 △152 △9

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △1,749

少数株主利益 3 0

四半期純損失（△） △119 △1,750
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　(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △814 △2,980

減価償却費 2,114 4,664

賞与引当金の増減額（△は減少） △223 0

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 △0

退職給付引当金の増減額（△は減少） 57 43

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △59 －

受取利息及び受取配当金 △3 △12

支払利息 261 334

ゴルフ会員権売却損益（△は益） 1 －

固定資産除却損 31 25

売上債権の増減額（△は増加） 3,297 △469

たな卸資産の増減額（△は増加） 37 △1,127

仕入債務の増減額（△は減少） △1,184 159

未払金の増減額（△は減少） △232 11

未払費用の増減額（△は減少） △56 △42

未払消費税等の増減額（△は減少） 134 －

未収消費税等の増減額（△は増加） － 2,342

その他 △181 △39

小計 3,181 2,907

利息及び配当金の受取額 3 11

利息の支払額 △260 △336

法人税等の支払額 △472 △32

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,451 2,550

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △16,723 △2,537

有形固定資産の売却による収入 － 110

投資有価証券の取得による支出 △45 －

その他 67 △26

投資活動によるキャッシュ・フロー △16,700 △2,453

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 － 719

短期借入金の返済による支出 △50 △3,950

長期借入れによる収入 11,500 3,000

長期借入金の返済による支出 △280 △2,702

自己株式の取得による支出 △0 △0

リース債務の返済による支出 △216 △548

セール・アンド・リースバックによる収入 － 3,497

配当金の支払額 △303 △303

少数株主への配当金の支払額 △5 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー 10,644 △289

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,605 △191

現金及び現金同等物の期首残高 4,816 735

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,211

※
 543
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【継続企業の前提に関する事項】

　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

（資産除去債務に関する会計基準）

「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を、第１四半期連結会計期間から適用しておりま

す。

　これにより、営業損失、経常損失が18百万円、税金等調整前四半期純損失が44百万円増加しております。また、これらの

会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は870百万円であります。

　

　

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

１「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ

り、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目を表示しております。

　

２前第２四半期連結累計期間において区分掲記しておりました販売費及び一般管理費の「役員賞与引当金繰入額」

（当第２四半期連結累計期間１百万円）は重要性がなくなったため、当第２四半期連結累計期間では、販売費及び

一般管理費の「その他」に含めて表示しております。　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

　前第２四半期連結累計期間において区分掲記しておりました営業活動によるキャッシュ・フローの「役員賞与引当

金の増減額（△は減少）」（当第２四半期連結累計期間０百万円）は重要性がなくなったため、当第２四半期連結

累計期間では、営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しております。

　

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

１「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ

り、当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目を表示しております。

　

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

　該当事項はありません。　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

　該当事項はありません。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 48,311百万円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 43,770百万円

２　　　　　　　――――

　

２　当社においては、設備資金の効率的な調達を行うため

取引銀行１行と借入コミットメント契約を締結してお

ります。

　当連結会計年度末日における借入コミットメントに

係る借入未実行残高は、次のとおりです。

　 借入コミットメントの総額 18,000百万円

借入実行残高 18,000百万円

差引額     ― 百万円

３　債務保証

　関連会社の借入金に対して、次のとおり債務保証を

行っております。

３　債務保証

　関連会社の借入金に対して、次のとおり債務保証を

行っております。

新日本ソーラーシリコン㈱ 1,672百万円 新日本ソーラーシリコン㈱ 1,498百万円

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,211百万円

現金及び現金同等物 1,211百万円

　

現金及び預金勘定 543百万円

現金及び現金同等物 543百万円

　

　　

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年９月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期連結会計期間末

普通株式（株） 60,770,910

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期連結会計期間末

普通株式（株） 96,395

　
３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。
　

４　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月19日

取締役会
普通株式 303 5.0平成22年３月31日平成22年６月10日利益剰余金

　
(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

　該当事項はありません。
　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。　　
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　
金属チタン事業
（百万円）

機能化学品事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上

高
3,530 2,030 5,560 － 5,560

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
135 0 136 (136) －

計 3,665 2,031 5,696 (136) 5,560

営業利益又は営業損失（△） △440 516 75 (459) △383

（注）１　事業区分の方法は、製品の市場における類似性に応じて、金属チタン及び機能化学品にセグメンテーションし

ている。

２　事業区分の主要製品

事業の種類別セグメント 主要製品

金属チタン事業 スポンジチタン、チタンインゴット、高純度チタン、チタン加工品

機能化学品事業
触媒製品（プロピレン重合用触媒等）

電子部品材料（高純度酸化チタン、超微粉ニッケル等）

３　事業区分の変更

事業区分については、従来、製品の市場における類似性に応じて、金属チタン事業、機能化学品事業及びその

他事業の３区分としていたが、第１四半期連結会計期間より、金属チタン事業、機能化学品事業の２区分に変

更している。

当社の子会社である㈱テスコについては、平成21年３月をもって同社の主要事業である環境分析事業を譲渡

し、今後はチタン加工品の需要開拓のための会社として位置づけることとした。このため同社については、従

来「その他事業」に含めていたが、「金属チタン事業」に変更した。これに伴い、「その他事業」については

廃止した。
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前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　
金属チタン事業
（百万円）

機能化学品事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上

高
6,770 3,702 10,472 － 10,472

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
307 4 311 (311) －

計 7,077 3,706 10,784 (311) 10,472

営業利益又は営業損失（△） △697 857 159 (955) △795

（注）１　事業区分の方法は、製品の市場における類似性に応じて、金属チタン及び機能化学品にセグメンテーションし

ている。

２　事業区分の主要製品

事業の種類別セグメント 主要製品

金属チタン事業 スポンジチタン、チタンインゴット、高純度チタン、チタン加工品

機能化学品事業
触媒製品（プロピレン重合用触媒等）

電子部品材料（高純度酸化チタン、超微粉ニッケル等）

３　事業区分の変更

事業区分については、従来、製品の市場における類似性に応じて、金属チタン事業、機能化学品事業及びその

他事業の３区分としていたが、第１四半期連結会計期間より、金属チタン事業、機能化学品事業の２区分に変

更している。

当社の子会社である㈱テスコについては、平成21年３月をもって同社の主要事業である環境分析事業を譲渡

し、今後はチタン加工品の需要開拓のための会社として位置づけることとした。このため同社については、従

来「その他事業」に含めていたが、「金属チタン事業」に変更した。これに伴い、「その他事業」については

廃止した。

なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報を、当第２四半期連結累計期間において用いた事業区分

の方法による区分とすると次のとおりである。

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　
金属チタン事業
（百万円）

機能化学品事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上

高
17,059 4,648 21,708 － 21,708

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
467 10 478 (478) －

計 17,527 4,659 22,186 (478) 21,708

営業利益又は営業損失（△） 5,363 1,176 6,539 (1,329) 5,209
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　全セグメントの売上高の合計に占める国内の割合が90％を超えているため、記載を省略している。

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　全セグメントの売上高の合計に占める国内の割合が90％を超えているため、記載を省略している。

　

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　 米州 欧州 アジア 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 849 432 873 2,155

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － 5,560

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
15.3 7.8 15.7 38.8

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２．各区分に属する主な国又は地域

(1）米州　…米国、カナダ

(2）欧州　…イギリス、フランス、ドイツ

(3）アジア…韓国、台湾、中国

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額である。

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　 米州 欧州 アジア 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 1,836 925 1,530 4,292

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － 10,472

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
17.5 8.8 14.6 41.0

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２．各区分に属する主な国又は地域

(1）米州　…米国、カナダ

(2）欧州　…イギリス、フランス、ドイツ

(3）アジア…韓国、台湾、中国

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額である。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、製品別の事業本部を置き、各事業本部は、取り扱う製品について国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事

業活動をしております。

　したがって、当社は、事業本部を基礎とした製品別のセグメントから構成されており、「金属チタン事業」、「機能

化学品事業」の２つを報告セグメントとしております。

　「金属チタン事業」はスポンジチタン、チタンインゴット、高純度チタン等を生産しております。「機能化学品事

業」はプロピレン重合用触媒、超微粉ニッケル、高純度酸化チタン等を生産しております。　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日）

 

報告セグメント
　
 四半期連結損益

計算書計上額

（百万円）

（注２）　

金属チタン事業
（百万円）　

機能化学品事業
（百万円）　

計
（百万円）　

調整額

（百万円）

（注１）　

売上高    　  

外部顧客への売上高 8,368 4,417 12,786     ― 12,786
セグメント間の内部売上高又は
振替高

427 3 430 △430     ―

計 8,796 4,420 13,217 △430 12,786

セグメント利益又は損失（△） △2,605 819 △1,785 △747 △2,533

　（注）１.セグメント利益又は損失の調整額△747百万円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び試験研

究費であります。

 ２.セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

　

当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日）

 

報告セグメント
　
 四半期連結損益

計算書計上額

（百万円）

（注２）　

金属チタン事業
（百万円）　

機能化学品事業
（百万円）　

計
（百万円）　

調整額

（百万円）

（注１）　

売上高    　  

外部顧客への売上高 4,171 2,260 6,431     ― 6,431
セグメント間の内部売上高又は
振替高

203 1 204 △204     ―

計 4,374 2,262 6,636 △204 6,431

セグメント利益又は損失（△） △1,539 403 △1,135 △389 △1,524

　（注）１.セグメント利益又は損失の調整額△389百万円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び試験研

究費であります。

 ２.セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

　

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21日）

を適用しております。
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（金融商品関係）

　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありま

せん。　

　

　

（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありま

せん。

　

　

（デリバティブ取引関係）

　デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありま

せん。

　

　

（資産除去債務関係）

　資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、第１四半期連結会計期間の期首残高と比較して著

しい変動がありません。　　
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（１株当たり情報）

１　１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

　 514円43銭 　 573円81銭

　
２　１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 △7円31銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額
－

１株当たり四半期純損失金額 △54円32銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額
－

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（△）（百

万円）
△443 △3,296

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △443 △3,296

普通株式の期中平均株式数（株） 60,674,726 60,674,518

　
第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 △1円97銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額
－

１株当たり四半期純損失金額 △28円84銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額
－

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（△）（百

万円）
△119 △1,750

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △119 △1,750

普通株式の期中平均株式数（株） 60,674,666 60,674,515

　
（重要な後発事象）

　該当事項はありません。　
　

２【その他】

　該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　 

平成21年11月11日

東邦チタニウム株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 黒　　澤　　誠　　一　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 渥　　美　　龍　　彦　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東

邦チタニウム株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結

会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１

日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結

損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手

続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東邦チタニウム株式会社及び連結子

会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半

期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。　

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以　上

　 

　
（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　 

平成22年11月５日

東邦チタニウム株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 渥　　美　　龍　　彦　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 山　　崎　　一　　彦　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東

邦チタニウム株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結

会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年４月１

日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結

損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手

続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東邦チタニウム株式会社及び連結子

会社の平成22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半

期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以　上

　 

　
（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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